
○学校教育の「層の活性化 文部科学省 学校の補助教員として、社 平成14年度においては約3万 平成 16年度までの3年間で社
を目指し 「学校いきいきプ 会人の活用を図る 「学校い 人の社会人を学校の補助教 全人約5万人を活用する予

定。ラン」 （3 年間で 5 万人を

目標に社会人を学校に配
置）を促進する。 （非常勤
職員型及びボランティア型
の配置）

きいきプラン」を推進中
（緊急地域雇用創出特別交
付金を活用）

員として活用予定。

○学校の情報化の推進 （校 文部科学省 ・公立小中高等学校等にお ・公立小中高等学校等の、 引き続き、公立小中高等学
内L州の整備等） ナる、教育用コンピュータ 普通教皇のL A N 整備率 校等における、教育用コン

整備 （各普通教室2台）及び 21．1％、インターネット按 ビュータ整備 （各普通教皇
インターネット接続等を推 続率97．9％など、公立学校 2 台）及びインターネット
進 （地方交付税措置）。

・教育センター等と各学校
を結ぶ教育用イントラネッ
トを構築するため、高度教
育用ネットワーク利用環境
蟄備事業を実施。

の 「T 環境が着実に整備
（平成14年3月末現在）

接続等を推進 （地方交付税
措置）。

○国立大学の再編 ・統合に 文部科学省 平成14年10月に2組の大学が 統合により、教育研究基盤 各大学の検討の熟度等を踏

着手する。 統合、15年10月に10組20大 の充実こ　地域貢献 ・社会と まえつつ、諸準備の整った
学が統合予定。 の連携の権能強化等が可

能。
ものから適切に推進。

○国公私立大学を通じ、国 文部科学省 r21世紀COEプログラム」に 各大学において、学部 ・研 各年度ごとの拠点の公募 ・

際競争力のある世界最高水 おいて、14年度に、学問分 究科の壁を超え、全学的視 選定 ・重点的支援。
準の 「トップ3 0 」を育成 野10分野のうち5分野につい 野に立って戦略的な研究教 中間評価、事後評価の実

施。するため、第三者評価によ て公募 ・選定を行い、採択 育体制の構築に取り組む契
る競争原理を導入し、重点 された50大学113件に重点的 機となり、大学の活性化に
投資を推進する。また、高
度な教育、先端的 ・先導的
な学術研究を行う意欲と可
能性に富んだ私立大学を重
点的に支援する。

支援を実施。 寄与。

・私立大学等経常費補助に ・意欲と可能性に富んだ払 大学への補助をより充実し

おいて私立大学教育研究高 立大学への重点的補助を行 たものとするため一層重点
度化推進特別補助を充実
（平成15年度予算案67，48 1
百万円）

うことで、私立大学の教育
研究の向上に寄与 （14年度
は56 1法人に補助金を交付
（予定））

的 ・競争的なものとする。
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○初等中等教育の一層の活 文部科学省 学校の補助教員として、社 平成14年度においては約3万 平成16年度までの3年間で社
性化を図るなど、教育の構 全人の活用を図る 「学校い 人の社会人を学校の補助教 全人約5万人を活用する予
造改革の柱である 「21世紀
教育新生プラン」を、 「学
校いきいきプラン」の促進
等により、一層推進する。

きいきプラン」を推進中
（緊急地域雇用創出特別交
付金を活用）

′

員として活用予定。 定。

スーパーサイエンスバイスクー 平成14年度においては、スー 取組内容を深化させるととも 平成15年末までにスーパーサ
ルの拡充、理科大好きスクー パーサイエンスハイスクール に、事業を実施して得られた イ工ンスハイスクールを拡充す
ルの創設、大学等と教育現場 指定校26校、サイエンス・パー 成果を広く普及させる手法に る他、理科大好きスクールの
との連携等を推進するサイエ トナーシップ・プログラムにより ついて検討中。 創設やサイエンスりく－トナー
ンス・パートナーシップ・プログ 実施された各地域での大学等 シップ・プログラム等の取組を
ラムの推進等の科学技術・理 の研究者による実験等の特別 推進し、‘科学技術・理科大好き
科大好きプランの推準。（平成 授業や教員研修等により、① プランに関する取組を総合的、
15年度予算案5，086百万円） 理科・数学に重点を置いたカリ

キュラムの研究開発、②大学
等の研究者が教育現場と連携
して科学技術・理科に関する
教育活動を実施するためのプ

ログラム開発と実践、③生徒
が科学技術に触れる機会の充
実等が図られている。

一体的に推進する。

○司法制度改革審議会の意 文部科学省 ・第155回国会において学校 新たに申請された専門職大
見書を踏まえ、平成16年 4
月の学生受入を目指した法
科大学院の整備に着手す
る。

教育法を改正し、高度専門
職業人養成を行う専門職大
学院制度を整備。

・中央教育審議会 （平成15
年1月23日）に基づき、法科
大学院を含む専門職大学院
設置基準を策定。

学院について認可

○国立大学の再編 ・統合等 文部科学省 第154回国会に、国立学校設 図書館情報大学を筑波大学 統合した大学における教育　 ‾第156回国会において、10組
を図るため国立学校設置法 置法の一部改正案を提出 に統合し、山梨大学と山梨 研究の充実状況を今後フォ 20大学の国立大学の統合を
の一部改正法案を提出す （平成14年2月）。 医科大学とを統合して山梨 ローする必要がある。 行うための国立学校設置法
る。 大学を新設し、教育研究の

充実を図った。 （平成14年
10月）

の一部改正案を提出。
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○大学院の 1年制の専門大 文部科学省 ・一年制の専門大学院につ ・各大学が社会人のニーズ ・一年制の専門大学院、通 今後、高度専門職業人養成
学院の制度化、‘通信制博士 いて、中央教育審議会にお に応 じて、機動的 ・弾力的 信制博士課程については、 の一層の充実を図るため、
課程の制度化について、中 いて答申を得て、大学院設 に専門大学院を設置できる 既存の大学院制度の枠組み 専門大学院制度を発展させ
央教育審議会大学分科会に 置基準を改正 （平成14年3 ようになった。 におけるものであり、研究 た専門職大学院制度を整備
おいて審議し、答申を得 月）。 ・平成14年度から短期大学 指導や論文作成等が必要な することとした。 －（第155回
て、実施する。また、短大 ・地域総合科学科の設置を 基準協会による地域総合科 ど高度専門職業人養成に柔 国会で学校教育法を改正、
の社会人の再教育等に柔軟 検討する短期大学からのヒ 学科としての特色と教育の 軟に対応できないなどの制 平成14年度中に専門職大学
に応える機能 （いわゆるコ アリングを実施するなど地 質を保証する適格認定開 約もある。 院設置基準を策定）
ミュニティ・カレッジ）を
強化 （地域総合科学科の設
置の推奨等）する。

域総合科学科の設置を推
奨。

始こ （平成14年度の認定

数 ：4短期大学、4 学科）

○国立大学を早期に法人化
するため、非公務員型の選
択や経営責任の明確化、民
間的経営手法の導入など平
成13年度中に国立大学改革
の方向性を定める。

文部科学省 平成15年通常国会に「国立大
学法人法案」を提出（平成16
年4月に国立大学法人へ移行
予定）。

○学校への補助教員を含む 文部科学 学校の補助教員として、社 平成14年度においては約3万 平成16年度までの3年間で社
公的部門の緊急かつ臨時的 省、厚生労 会人の活用を由る 「学校い 人の社会人を学校の補助教 全人約5万人を活用する予

定。な雇用の確保 働省 きいきプラン」を推進中
（緊急地域雇用創出特別交
付金を活用）

員として活用予定。

○大学等におけるe－ 文部科学省 ・遠隔教育実施のための設 ・平成 1 6 年度以降、モデ
Learn ingの推進 備及び体制を整備 ル授業の実施と科目増

・平成16年度以降、海外展
開の方策検討及びモデル授
業の実施

○スクールカウンセラーの 文部科学省 ・児童生徒の心の悩みや不 ・平成14年度において、ス 引き続きスクールカウンセ

配置の推進 安に対応するため、スクー

ルカウンセラーを各学校に
配置 し、それらを活用する
際の諸課題についての調査
研究を行う。 （平成15年度
予算案4，02g百万円（平成15
年度配置予定校数　 7，000
校）

クールカウンセラーを5，500
校配置 （平成14年度予算）

ラーの配置を図る
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○教員を評価し処遇するシ

ステムの確立に向けた調査

文部科学省 平腫14年度予算において、
優秀な教員の表彰制度等に

各教育委員会において、新
たな教員表彰制度を創設す

「教員の評価に関する調査研
究」を全都道府県・指定都市

研究や、学校の評価システ 関する調査研究を、全都道 るなどの取組が進んでい 教育委員会に委嘱して実施す
ムの確立と全校実施、学校 府県 ・指定都市に委嘱して る。 ることにより、各都道府県教育
評価の外部公開に向けた調 実施している。 委員会等における新たな教員
査研究 また 「教員の評価に関す

る調査研究」を全都道府
県 ・指定都市に委嘱して実
施。 （平成15年度予算案118
百万円）

評価システムの導入を促進す
る。
平成15年度から17年度の間に
可及的速やかに各都道府県
教育委員会等において新たな
教員評価システムを導入する
よう‡旨違〈

小学校設置基準等の省令に、各学校、教育委員会におい 引き続き、学校や地域の状況
学校は自己評価の実施とその て、学校の自己評価等の取組 に応じた学校の評価を行うた
結果の公表に努めることを規
定した（平成14年4月施行）。ま

た平成14年鹿本り「学校の評
価システムの確立に関する調
査研究」を全都道府県・指定
都市に委嘱して実施。（平成15
年度予算案47百万円）

が進んでいる。 めの具体的な方策について、
全都道府県・指定都市に実践
的な研究を委嘱するr学校の
評価システムの確立に関する
調査研究」を実施。

○初等中等教育における教
育内容の充実＜再掲＞

文部科学省

○国際的に開かれた教育を 文部科学省 留学生施策の推進 （平成15 外国人留学生の受入総数 ・留学生交流政策を引き続
推進するための留学生の支 年度予算案541，20百万円） 95，550人 （対前年度16，738 き推進し、留学生支援の充
接の充実や宿舎等受入れ体 人 （21，2％）増）） （平成14年 実や受入れ環境の整備等を
制の整備等の実施 5月1日現在） 実施

・留学生を含む学生支援を
総合的に実施する独立行政
法人日本学生支援機構を平
成16年4月に設立予定

○大学教員の評価、結果公
表、評価結果に応じた処遇

文部科学省 平成15年通常国会に「国立大
学法人法案」を提出（平成16
年4月に国立大学法人へ移行
予定）。
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●　　　　　　　　　　　●
○短大等が社会人の再教 文部科学省 ・一年制の専門大学院、通 ・平成14年度から短期大学
育・再訓練に柔軟に応える 信制博士課程について、中 基準協会による地域総合科
機能 （いわゆるコミュニ 央教育審議会において答申 学科としての特色と教育の
ティカレッジ）の強化、－ を得て、大学院設置基準を 質を保証する適格認定開
年制専門大学院の制度化、 改正 （平成14年3月）。 始。 （平成14年度の認定

大学院の通信制博士課程の
制度化

・地域総合科学科の設置を
検討する短期大学からのヒ

アリングを実施するなど地
域総合科学科の設置を推
奨。

数 ：4短期大学、4学科）

○大学教員の任期制の推進
（能力、．実績に応じた給与
等の処遇）

文部科学省 平成15年通常国会に「国立大
学法人法案」を提出（平成16
年4月に国立大学法人へ移行
予定）。これによって、国立大
学法人化後の教員の身分は
非公務員型となり、各大学に
おいて任期付教員に対する給
与等の優遇措置を講じること
が可能となる。

○学科の設置及び学部 ・学 文部科学省 平成14年の臨時国会におい 学校教育法等の改正によ ・平成 1 5 年度に、評価機
科の改廃を一層弾力化する て、改正学校教育法（平成14 リ、各大学等の自主性が高 関の認証基準を策定。

よう、第三者機関による継 年11月29日法律第118号）に まリ、弾力的な取組を行え ・平成16年度から第三者評
続的な評価の在り方の検討
や大学設置基準等の見直し

より、文部科学大臣の認証を
受けた複数の民間機関等によ
る大学の第三者評価制度を導
入。（平成16年4月1日施行）＿
平成14年8月5日、中央教育審
議会答申「大学の質の保証に
係る新たなシステムの構築に

ついて」を得た。これを受け
て、学校教育法等を改正し、
組織改編の前後で授与する学
位の種類・分野に変更がない
場合は、認可不要とする等の
設置認可の弾力化を行った
（平成15年4月1日施行）。

るようになった。 価を施行
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○大学運営における第三者
評価の実施 （継続的に推

文部科学省 平成14年の臨時国会におい

て、改正学校教育法（平成14

・平成 1 5 年度に、評価機
関の認証基準を策定。

進） 年11月29日法律第118号）に

より、文部科学大臣の認証を
受けた複数の民間機関等によ
る大学の第三者評価制度を導
入。（平成16年4月1 日施行）

・平成16年度から第三者評
価を施行

○私立学校の設置促進のた 文部科学省 多様な小 ・中学校の設置を 小学校設置基準 （平成14年
めの施策の検討 （設置基 促進する観点から、小学校 文部科学省令第14号）．及び
準、 「準則主義」、私学審 設置基準及び中学校設置基 中学校設置基準 （平成14年
議会） 準を策定し、小 ・中学校の

設置基準を明確化した。
文部科学省令第15号）を策
定。 （平成14年4月1日施
行）

私立学校の設置促進を含め、
多様な教育機会を提供する観
点から、小・中学校設置基準
を平成14年4月より施行した。
また、私立学校審議会をより
開かれたものとするため、委
員名簿や議事概要について、
各都道府県のホームページ等
において公開することを都道
府県私立学校主管部課長会
議（平成15年1月）等において
要請するとともに、一層の改革
に向けて、構成員・運営を含む
私立学校審議会の在り方を引
き続き検討中。

○公立学校システムに開す 文部科学省 平成14 年度より実施している 「新しいタイプの学校運営の在 「新しいタイプの学校運営の在
る教員人事権のあり方を含 「新しいタイプの学校運営の在 り方に関する実践研究」による り方に関する実践研究」を推
めた検討 り方に関する実践研究」にお 実践研究校における、校長・ 進。また、構造改革特別区域

いて、教員人事権の在り方を
含め検討を行っている。
また、平成14 年度臨時国会
において成立した構造改革特
別区域法第13 条により、県費
負担教職員に加えて、構造改
革特区において市町村が教職
員の給与を負担し任用するこ
とが可能となる。

教員公募の実施。 法は平成15年4月1日から施
行。
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●　　　　　　　　　　●
○国立大学について、国際文部科学省平成14年度中に再編・統合 各大学の再編・統合の検討
競争力のある大学を目指

し、再編・統合計画を策定
する。

の現状及び今後の取り組み
について取りまとめ。

を促進。

○国際競争力ある大学育成

のため、任期付教員の処遇
改善に関して、早ければ平
成14年通常国会に 「大学の
教員等の任期に関する法
律」の一部改正法案を提出
する。

文部科学省平成15年通常国会に「国立大
学法人法案」を提出（平成16
年4月に国立大学法人へ移行
予定）。これによって、国立大
学法人化後の教員の身分は
非公務員型となり、各大学に
おいて任期付教員に対する給
与等の優遇措置を講じること
が可能となる。

○学科の設置及び学部・学文部科学省 平成14年の臨時国会におい 学校教育法等の改正によ ・平成 1 5年度に、評価機
科の改廃を一層弾力化する て、改正学校教育法（平成14 リ、各大学等の自主性が高 関の認証基準を策定。
よう、第三者機関による継 年11月29日法律第118号）に まリ、弾力的な取組を行え ・平成16年度から第三者評
続的な評価の在り方の検討

や大学設置基準等の見直し
より、文部科学大臣の認証を
受けた複数の民間機関等によ
る大学の第三者評価制度を導
入。（平成16年4月1日施行）

るようになった。 価を施行

○大学運営における第三者文部科学省 平成14年の臨時国会におい ・平成1 5年度に、評価機
評価の実施 （継続的に推 て、改正学校教育法（平成14 関の認証基準を策定。
進） 年11月29日法律第118号）に

より、文部科学大臣の認証を
受けた複数の民間機関等によ
る大学の第三者評価制度を導
入。（平成16年4月1日施行）

・平成16年度から第三者評
価を施行

○国立大学の法人化にとも
なう、外部からの専門家参
加、情報公開等による透明
性の確保や、事務部門のア
ウトソーシング等運営の自
由度の向上の確保の検討、
結論

文部科学省 平成15年通常国会に「国立大
学法人法案」を提出（平成16
年4月に国立大学法人へ移行
予定）。
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○大学評価・学位授与機構
による評価を平成15年度か
ら本格実施する。

文部科学省 大学の第三者評価（認証評
価）制度の導入（平成16年
度から施行）や、今国会に
大学評価・学位授与機構の
独法化法案を提出し、新た
に国立大学法人の教育研究
に係る評価業務も付加する
など、状況が変化している
ため、平成15年度からの本
格実施は見送ることとす
る。

国立大学法人評価な
の評価の在り方について検
討。
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